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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】癌細胞に対する増殖抑制作用を有する化合物、及びこれを有効成分とする癌治療
等に有効な医薬の提供。
【解決手段】以下の式（２）で表されるマクロジオライド化合物及びこれを有効成分とす
る癌治療等に有効な医薬。

【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
次の式（１）、

で表されるマクロジオライド化合物を有効成分として含有することを特徴とする医薬。
【請求項２】
　抗癌性を有する、請求項１に記載の医薬。
【請求項３】
次の式（２）、

で表されるマクロジオライド化合物。
【請求項４】
次の式（２）、

で表されるマクロジオライド化合物を有効成分として含有することを特徴とする医薬。
【請求項５】
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　抗癌性を有する、請求項４に記載の医薬。
【発明の詳細な説明】
【発明の詳細な説明】

【技術分野】
【０００１】
　本発明は、新規なマクロジオライド化合物及びこれを有効成分とする医薬に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、抗癌剤を用いる化学療法は外科的療法や放射線療法とともに癌の治療法とし
て重要な位置を占め、種々の抗癌剤が提供されている。抗癌剤の中には、アドリアマイシ
ン、マイトマイシン、ブレオマイシン、ビンクリスチン、ハラヴェン等の天然物に由来す
る抗癌剤が数多く知られている。しかしながら、これまでの抗癌剤は必ずしも満足のいか
ない治療成績の点や重篤な副作用の点で問題が残っているばかりか多剤耐性の問題なども
あるため、更により優れた抗癌剤の出現が求められている。これまでにない新規な構造を
有する化合物は新たな作用機構を示し、より有効で、より副作用の少ない薬剤となる可能
性が高い。またその作用機構により、抗癌剤以外の医薬としての効果も期待できる。
【０００３】
　本発明のマクロジオライド化合物（１）は、固着サンゴ藻（ｃｒｕｓｔｏｓｅ　ｃｏｒ
ａｌｌｉｎｅ　ａｌｇａｅ、以下ＣＣＡと記す。）の１種であるＨｙｄｒｏｌｉｔｈｏｎ
　ｒｅｉｎｂｏｌｄｉｉから単離・構造決定され、六射サンゴの１種であるＬｅｐｔａｓ
ｔｒｅａ　ｐｕｒｐｕｒｅａの幼生の着底・変態誘引作用を示すことが報告されている（
非特許文献１－３）。しかし、マクロジオライド化合物（１）が癌細胞の増殖を抑制する
ことはこれまでに報告されていない。この化合物と部分的に類似した構造を有する化合物
はいくつか報告されており、細胞増殖阻害作用等の生物活性の報告例（非特許文献４－１
６）もあるが、いずれも骨格構造は全く異なっている。本発明のマクロジオライド化合物
（２）は、平面構造のみで表されたマクロジオライド化合物（１）の立体構造を決定した
ものであり、これまでに報告のない新規化合物である。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００４】
【非特許文献１】Ｔｅｔｒａｈｅｄｒｏｎ　Ｌｅｔｔｅｒｓ，５０（２００９）６６０６
－６６０９．
【非特許文献２】Ｐｕｒｅ　Ａｐｐｌ．Ｃｈｅｍ．，８１（２００９）１０９３－１１１
１．
【非特許文献３】Ｐｒｏｃ．Ｊｐｎ．Ａｃａｄ．，Ｓｅｒ．Ｂ，８６（２０１０）１９０
－２０１．
【非特許文献４】Ｐｕｒｅ　＆　Ａｐｐｌ．Ｃｈｅｍ．，５８（１９８６）２６３．
【非特許文献５】Ｊ．Ｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．，５１（１９８６）５３００．
【非特許文献６】Ｈｅｌｖ．Ｃｈｉｍ．Ａｃｔａ，７２（１９８９）２３７．
【非特許文献７】Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，１０８（１９８６）８４６．
【非特許文献８】Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，１０８（１９８６）８４７．
【非特許文献９】Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，１１５（１９９３）１１０２０．
【非特許文献１０】Ｊ．Ｎａｔ．Ｐｒｏｄ．，５３（１９９０）１５３３．
【非特許文献１１】Ｊ．Ｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．，５４（１９８９）１３６０．
【非特許文献１２】Ｊ．Ｂｉｏｌ．Ｃｈｅｍ．，２６９（１９９４）２９７１０．
【非特許文献１３】Ｔｅｔｒａｈｅｄｒｏｎ　Ｌｅｔｔｅｒｓ，３０（１９８９）２９６
３．
【非特許文献１４】Ｏｒｇ．Ｌｅｔｔ．，７（２００５）１３７５．
【非特許文献１５】Ｊ．Ｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．，６８（２００３）５３３９．
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【非特許文献１６】Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，１２８（２００６）１６２２．
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は上記事情に鑑みなされたものであり、新規なマクロジオライド化合物を提供す
るとともに、これを有効成分とする癌治療に有効な医薬を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは上記課題を解決するため鋭意検討を重ね本発明に想到したものであり、グ
アム島近海で採集したＣＣＡ（Ｈｙｄｒｏｌｉｔｈｏｎ　ｒｅｉｎｂｏｌｄｉｉ）を抽出
、分離精製して得た上記式（１）および（２）で表されるマクロジオライド化合物が、マ
ウス由来Ｂ１６メラノーマ細胞に対して増殖阻害活性を有することを見出し、本発明を完
成した。
　すなわち、本発明は、次の式（１）
【０００７】

で表されるマクロジオライド化合物を有効成分として含有することを特徴とする医薬に関
する（請求項１）。さらに、請求項１の医薬が、特に抗がん剤である医薬に関する（請求
項２）。
【０００８】
　また、次の式（２）
【０００９】

で表されるマクロジオライド化合物に関する（請求項３）。
【００１０】
さらに、次の式（２）
【００１１】
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で表されるマクロジオライド化合物を有効成分として含有することを特徴とする医薬（請
求項４）、および請求項４の医薬が、特に抗がん剤である医薬に関する（請求項５）。
以下、本発明を詳細に説明する。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明は以下の効果を奏する。本発明のマクロジオライド化合物は、Ｂ１６メラノーマ
細胞増殖阻害活性を有し抗癌剤として有用である。医薬としても有用である。また、化学
修飾が容易で誘導体を合成しやすいので更に優れた活性を有する抗癌剤を含む医薬の開発
が期待できる。
【００１３】
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明のマクロジオライド化合物（２）の立体構造を決定したＮＭＲ－ＲＯＥＳ
Ｙ測定及びＪＢＣＡ法の結果を表した図である。
【図２】本発明のマクロジオライド化合物（２）によるＢ１６メラノーマ細胞増殖率を表
した図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本発明の上記式（１）または式（２）で表されるマクロジオライド化合物は、例えばグ
アム島近海で採集した海洋生物、ＣＣＡ（Ｈｙｄｒｏｌｉｔｈｏｎ　ｒｅｉｎｂｏｌｄｉ
ｉ）を有機溶媒で抽出後、分離精製することにより得られる。また、市販されている試薬
を用いて公知の方法により合成して得ることもできる。
【００１６】
　本発明における上記式（１）に含まれる化合物としては具体的には、
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で表されるマクロジオライド化合物（２）を挙げることができる。
【００１７】
　本発明の化合物は治療のために経口的あるいは非経口的に投与することができる。経口
投与剤としては、散剤、顆粒剤、カプセル剤、錠剤などの固形製剤あるいはシロップ剤、
エリキシル剤などの液状製剤とすることができる。また、非経口投与剤として注射剤、直
腸投与剤、皮膚外用剤、吸入剤とすることができる。これらの製剤は有効成分に薬学的に
認容である製造助剤を加えることにより常法に従って製造される。更に公知の技術により
持続性製剤とすることも可能である。
【００１８】
　経口投与用の固形製剤を製造するには、有効成分と賦形剤例えば乳糖、デンプン、結晶
セルロース、乳糖カルシウム、メタケイ酸アルミン酸マグネシウム、無水ケイ酸などとを
混合して散剤とするか、さらに必要に応じて白糖、ヒドロキシプロピルセルロース、ポリ
ビニルピロリドンなどの結合剤、カルボキシメチルセルロース、カルボキシメチルセルロ
ースカルシウムなどの崩壊剤などを加えて湿式又は乾式造粒して顆粒剤とする。錠剤を製
造するにはこれらの散剤及び顆粒剤をそのままあるいはステアリン酸マグネシウム、タル
クなどの滑沢剤を加えて打錠すればよい。これらの顆粒又は錠剤はヒドロキシプロピルメ
チルセルロースフタレート、メタアクリル酸、メタアクリル酸メチルコポリマーなどの腸
溶性基剤で被覆して腸溶性製剤、あるいはエチルセルロース、カルナウバロウ、硬化油な
どで被覆して持続性製剤とすることもできる。また、カプセル剤を製造するには散剤又は
顆粒剤を硬カプセルに充填するか、有効成分をグリセリン、ポリエチレングリコール、ゴ
マ油、オリーブ油などに溶解したのちゼラチン膜で被覆し軟カプセル剤とすることができ
る。
【００１９】
　経口投与用の液状製剤を製造するには、有効成分と白糖、ソルビトール、グリセリンな
どの甘味剤とを水に溶解して透明なシロップ剤、更に精油、エタノールなどを加えてエリ
キシル剤とするか、アラビアゴム、トラガント、ポリソルベート８０、カルボキシメチル
セルロースナトリウムなどを加えて乳剤又は懸濁剤としてもよい。これらの液状製剤には
所望により矯味剤、着色剤、保存剤などを加えてもよい。
【００２０】
　注射剤を製造するには、有効成分を必要に応じ塩酸、水酸化ナトリウム、乳糖、乳酸ナ
トリウム、リン酸一水素ナトリウム、リン酸二水素ナトリウムなどのｐＨ調整剤、塩化ナ
トリウム、ブドウ糖などの等張化剤とともに注射用蒸留水に溶解し、無菌濾過してアンプ
ルに充填するか、更にマンニトール、デキストリン、シクロデキストリン、ゼラチンなど
を加えて真空下凍結乾燥し、用時溶解型の注射剤としてもよい。また、有効成分にレシチ
ン、ポリソルベート８０、ポリオキシエチレン硬化ヒマシ油などを加えて水中で乳化せし
め注射用乳剤とすることもできる。
【００２１】
　直腸投与剤を製造するには、有効成分及びカカオ脂、脂肪酸のトリ、ジ及びモノグリセ
リド、ポリエチレングリコールなどの坐剤用基剤とを加湿して溶融し型に流しこんで冷却
するか、有効成分をポリエチレングリコール、大豆油などに溶解したのちゼラチン膜で被
覆すればよい。
【００２２】
　皮膚外用剤を製造するには、有効成分を白色ワセリン、ミツロウ、流動パラフィン、ポ
リエチレングリコールなどに加えて必要ならば加湿して練合し軟膏剤とするか、ロジン、
アクリル酸アルキルエステル重合体などの粘着剤と練合したのちポリエチレンなどの不織
布に展延してテープ剤とする。
　吸入剤を製造するには、有効成分をフロンガスなどの噴射剤に溶解又は分散して耐圧容
器に充填しエアゾール剤とする。
【００２３】
　上記構成を有する本発明の薬剤は、公知の製造法、例えば日本薬局方第１０版製剤総則
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【００２４】
　本発明の有効成分の投与量は患者の年齢、体重及び病態によって異なるが、通常１日約
１ｍｇ～１０００ｍｇであり、１乃至数回に分けて投与することが望ましい。
【００２５】
【実施例】
【００２６】
　実施例１（マクロジオライド化合物（２）の立体構造決定）
　マクロジオライド化合物（２）のＮＭＲスペクトル（１ Ｈ－ＮＭＲ；８００ＭＨｚ、１

３ Ｃ－ＮＭＲ；１５０ＭＨｚ、ＲＯＥＳＹ；６００ＭＨｚ、Ｊ分解ＨＭＢＣ；６００ＭＨ
ｚ、ＣＤ３ ＯＤ）を詳細に解析した。即ち、３ Ｊ Ｈ Ｈ 、 ２ Ｊ Ｃ Ｈ 、 ３ Ｊ Ｃ Ｈ のスピン結合
定数およびＲＯＥＳＹスペクトルを用いて、相対立体構造について解析した。ＲＯＥＳＹ
スペクトルによって得られた主なＲＯＥ相関を図１に示した。３ Ｊ Ｈ Ｈ 、ＲＯＥ相関の解
析により得られた相対立体配置に加え、Ｃ１３～Ｃ１５位の立体構造については、Ｊ分解
ＨＭＢＣスペクトルの解析により得られた２ Ｊ（Ｃ－１５，Ｈ－１４）、３ Ｊ（Ｃ－１４
－Ｍｅ，Ｈ－１５）、３ Ｊ（Ｃ－１４－Ｍｅ，Ｈ－１３）について村田らの報告したＪＢ
ＣＡ法（Ｊ．Ｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．，６４（１９９９）８６６－８７６．）を適用し立体配
座を求めた。なお、Ｃ３～Ｃ２２位の相対立体配置とＣ２６～Ｃ２８位の相対立体配置は
それぞれ独立したものである。
【００２７】
　試験例１（腫瘍細胞増殖阻害活性試験）
　検体のマクロジオライド化合物（２）の１０ｍｇ／ｍＬ　ＤＭＳＯ溶液を調整した。こ
れを必要に応じてメタノールで希釈し、検体溶液とした。マウス由来メラノーマ細胞であ
るＢ１６細胞を１０％のＦＢＳを添加したＤＭＥＭ培地に加えて、４×１０４ ｃｅｌｌｓ
／ｍＬに調製した細胞懸濁液の２００μＬを９６穴プレートに播種し、ＣＯ２ 培養器（Ｃ
Ｏ２ 　５％、湿度１００％、３７℃）で２時間培養した。上記検体溶液を所定の濃度にな
るように添加し、ＣＯ２ 培養器で１２０時間培養した。ＭＴＴ比色法により生存細胞数を
計測して、対照群に対する増殖率から５０％細胞増殖阻害濃度（ＩＣ５ ０ ）を求めたとこ
ろ、前記マクロジオライド化合物（２）のＩＣ５ ０ は、２．６μｇ／ｍＬであった。（図
２参照）
【産業上の利用可能性】
【００２８】
　本発明は、がん細胞に対する増殖抑制作用を有するマクロジオライド化合物を提供する
とともに、これを有効成分とする癌治療に有効な医薬を提供することを目的とする。
　本発明のマクロジオライド化合物は、Ｂ１６メラノーマ細胞増殖阻害活性を有し抗癌剤
として有用である。また、これまでにない新規な構造を有するため新たな作用機構を示し
、より有効で、より副作用の少ない薬剤となる可能性が高い。またその作用機構により、
抗癌剤以外の医薬としての効果も期待できる。さらに、化学修飾が容易で誘導体を合成し
やすいので更に優れた活性を有する抗癌剤を含む医薬の開発が期待できる。
　この発明は、上記発明の実施の形態及び実施例の説明に何ら限定されるものではない。
特許請求の範囲の記載を逸脱せず、当業者が容易に想到できる範囲で種々の変形態様もこ
の発明に含まれる。
　本明細書の中で明示した論文などの内容は、その全ての内容を援用によって引用するこ
ととする。
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【図１】

【図２】
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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】プロテインキナーゼ阻害作用を有する化合物を提供するとともに、これを有効成
分とする研究用試薬及び癌治療等に有効な医薬の提供。
【解決手段】藍藻（シアノバクテリア）の一種であるＬｙｎｇｂｙａ　ｓｐ．から単離・
構造決定された環状ペプチドであるリングビアシクラミドを有効成分とする研究用試薬及
び癌治療等に有効な医薬。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　次の式（１）、
【化１】

（式中、Ｒは水素原子または水酸基を表す。）で表されるリングビアシクラミドを有効成
分とする試薬。
【請求項２】
　プロテインキナーゼ阻害性を有する、請求項１に記載の試薬。
【請求項３】
　プロテインキナーゼが細胞外シグナル調節キナーゼ（Ｅｘｔｒａｃｅｌｌｕｌａｒ　Ｓ
ｉｇｎａｌ－ｒｅｇｕｌａｔｅｄ　Ｋｉｎａｓｅ、ＥＲＫ）であることを特徴とする請求
項２に記載の試薬。
【請求項４】
　次の式（１）、
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【化２】

（式中、Ｒは水素原子または水酸基を表す。）で表されるリングビアシクラミドを有効成
分とする医薬。
【請求項５】
　プロテインキナーゼ阻害性を有する、請求項４に記載の医薬。
【請求項６】
　プロテインキナーゼが細胞外シグナル調節キナーゼ（Ｅｘｔｒａｃｅｌｌｕｌａｒ　Ｓ
ｉｇｎａｌ－ｒｅｇｕｌａｔｅｄ　Ｋｉｎａｓｅ、ＥＲＫ）であることを特徴とする請求
項５に記載の試薬。
【請求項７】
　抗がん性を有する、請求項４に記載の医薬。
【発明の詳細な説明】
【発明の詳細な説明】

【技術分野】
【０００１】
　本発明は、リングビアシクラミド（１、Ｌｙｎｇｂｙａｃｙｃｌａｍｉｄｅ　Ａ（Ｒ＝
Ｈ）　またはＬｙｎｇｂｙａｃｙｃｌａｍｉｄｅ　Ｂ（Ｒ＝ＯＨ））を有効成分とする試
薬と医薬、及びリングビアシクラミド（１）を有効成分とするプロテインキナーゼ阻害剤
、リングビアシクラミド（１）を有効成分としてプロテインキナーゼの活性を阻害するこ
とを特徴とする試薬、並びにリングビアシクラミドを有効成分としてプロテインキナーゼ
の活性を阻害することを特徴とする医薬に関する。
【背景技術】
【０００２】
　プロテインキナーゼ（タンパク質リン酸化酵素）は全身の細胞に広く発現しており、タ
ンパク質分子のセリン、スレオニン、あるいはチロシンにリン酸基を付加する。タンパク
質はリン酸化されることにより構造が変化してその酵素活性や細胞内での局在、他のタン
パク質との会合状態の変化等を引き起こす。従って、プロテインキナーゼの機能異常は種
々の疾病の原因となる。特に細胞の分化増殖や細胞情報伝達機能に重要な役割を担うもの
であることから、がん細胞の発生、増殖、治療等、様々な観点から広く研究の対象となっ
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【０００３】
従来より、種々のプロテインキナーゼ阻害剤が報告されており、研究用試薬や抗がん剤と
して既に使用されているものもあるが、その作用機構や、必ずしも満足のいかない治療成
績、重篤な副作用の点で問題が残っているばかりか多剤耐性の問題などもあるため、更に
より優れた阻害剤の出現が常に求められている。また、これまでにない新規な構造を有す
る化合物は新たな作用機構を示し、より有効で、より副作用の少ない薬剤となる可能性が
高い。またその新たな作用機構により、抗癌剤以外の医薬としての効果も期待できる。
【０００４】
　本発明のリングビアシクラミド（１）は、本発明者らにより藍藻（シアノバクテリア）
の一種であるＬｙｎｇｂｙａ　ｓｐ．から単離・構造決定された環状ペプチドであり、マ
ウス由来のＢ１６メラノーマ細胞に対して増殖阻害作用を示す一方、小型甲殻類であるブ
ラインシュリンプに対しては毒性を示さないことが報告されている（非特許文献１）。し
かし、リングビアシクラミドがプロテインキナーゼを阻害することはこれまでに報告され
ていない。また、種々のがん細胞に対する増殖阻害活性の現れ方が従来の抗がん剤と異な
っていることはこれまでに報告されていない。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００５】
【非特許文献１】Ｔｅｔｒａｈｅｄｒｏｎ　Ｌｅｔｔｅｒｓ，５１（２０１０）６３８４
－６３８７．
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は上記事情に鑑みなされたものであり、プロテインキナーゼ阻害作用を有するリ
ングビアシクラミドを提供するとともに、これを有効成分とする研究用試薬及びがん治療
等に有効な医薬を提供することを目的とする。また、従来にない新規な作用機構を有する
研究用試薬及びがん治療等に有効な医薬を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは上記課題を解決するため鋭意検討を重ね本発明に想到したものであり、沖
縄県で採集した藍藻（Ｌｙｎｇｂｙａ　ｓｐ．）を抽出、分離精製して得たリングビアシ
クラミドが、プロテインキナーゼに対して阻害活性を有すること、種々のがん細胞に対す
る増殖阻害活性の現れ方が従来の抗がん剤と異なっておりその作用機構が未知のものであ
る可能性が高いことを見出し、本発明を完成した。
　すなわち、本発明は、次の式（１）
【０００８】
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【化１】

（式中、Ｒは水素原子または水酸基を表す。）で表されるリングビアシクラミドを有効成
分とする試薬に関する（請求項１）。また、請求項１の試薬が、特にプロテインキナーゼ
阻害剤である試薬に関する（請求項２）。さらに、プロテインキナーゼが細胞外シグナル
調節キナーゼ（Ｅｘｔｒａｃｅｌｌｕｌａｒ　Ｓｉｇｎａｌ－ｒｅｇｕｌａｔｅｄ　Ｋｉ
ｎａｓｅ、ＥＲＫ）であることを特徴とする請求項２に記載の試薬に関する（請求項３）
。
【０００９】
　また、次の式（１）
【００１０】
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【化２】

（式中、Ｒは水素原子または水酸基を表す。）で表されるリングビアシクラミドを有効成
分とする医薬に関する（請求項４）。また、請求項４の医薬が、特にプロテインキナーゼ
阻害性を有する医薬（請求項５）および、プロテインキナーゼが細胞外シグナル調節キナ
ーゼ（Ｅｘｔｒａｃｅｌｌｕｌａｒ　Ｓｉｇｎａｌ－ｒｅｇｕｌａｔｅｄ　Ｋｉｎａｓｅ
、ＥＲＫ）であることを特徴とする請求項５に記載の医薬（請求項６）に関する。さらに
、請求項４の医薬が、特に抗がん剤である医薬（請求項７）に関する。
以下、本発明を詳細に説明する。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明は以下の効果を奏する。本発明のリングビアシクラミドは、プロテインキナーゼ
阻害活性を有し研究用試薬、抗がん剤、医薬として有用である。リングビアシクラミドは
これまでのプロテインキナーゼ阻害剤にない新規な構造を有するため新たな作用機構を示
し、より有効で、より副作用の少ない薬剤となる可能性が高い。リングビアシクラミドは
種々のがん細胞に対する増殖阻害活性の現れ方が従来の抗がん剤と異なっており、その作
用機構が未知のものである可能性が高い。またその作用機構により、抗がん剤以外の医薬
としての効果も期待できる。さらに、化学修飾が容易で誘導体を合成しやすいので更に優
れた活性を有する抗がん剤を含む医薬の開発が期待できる。
【００１２】
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明のリングビアシクラミド（１）によるヒト単球性白血病由来細胞株（Ｕ９
３７）に対する細胞生存率を表した図である。
【図２】本発明のリングビアシクラミド（１）によるヒト乳がん由来細胞株（ＭＣＦ－７
）に対する細胞生存率を表した図である。
【図３】本発明のリングビアシクラミド（１）によるヒト子宮頸がん由来細胞株（ＨｅＬ
ａ）に対する細胞生存率を表した図である。
【図４】本発明のリングビアシクラミドＡ（１ａ）のヒト培養がん細胞パネル試験結果を
フィンガープリントとして表示したものである。

─ 905 ─



(7) JP 2014-31353 A 2014.2.20

10

20

30

【図５】本発明のリングビアシクラミドＢ（１ｂ）のヒト培養がん細胞パネル試験結果を
フィンガープリントとして表示したものである。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明の上記式（１）で表されるリングビアシクラミドは、例えば沖縄県で採集した藍
藻（Ｌｙｎｇｂｙａ　ｓｐ．）を有機溶媒で抽出後、分離精製することにより得られる。
また、市販されている試薬を用いて公知の方法により合成して得ることもできる。
【００１５】
　本発明における上記式（１）に含まれる化合物としては具体的には、
【化３】

で表されるリングビアシクラミドＡ（１ａ）、及び、
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【化４】

で表されるリングビアシクラミドＢ（１ｂ）を挙げることができる。
【００１６】
　リングビアシクラミドが阻害作用をしめすプロテインキナーゼとしては、例えば、細胞
外シグナル調節キナーゼ（ＥＲＫ）、チロシンキナーゼを挙げることができる。
【００１７】
　本発明の化合物を試薬として用いるとは、リングビアシクラミドがプロテインキナーゼ
活性を阻害することを利用するものであって、例えばＥＲＫが関与する生体内反応の研究
時にその作用を効果的に抑制するための試薬を挙げることができる。
【００１８】
　本発明の化合物を医薬として用いる場合には治療のために経口的あるいは非経口的に投
与することができる。経口投与剤としては、散剤、顆粒剤、カプセル剤、錠剤などの固形
製剤あるいはシロップ剤、エリキシル剤などの液状製剤とすることができる。また、非経
口投与剤として注射剤、直腸投与剤、皮膚外用剤、吸入剤とすることができる。これらの
製剤は有効成分に薬学的に認容である製造助剤を加えることにより常法に従って製造され
る。更に公知の技術により持続性製剤とすることも可能である。
【００１９】
　経口投与用の固形製剤を製造するには、有効成分と賦形剤例えば乳糖、デンプン、結晶
セルロース、乳糖カルシウム、メタケイ酸アルミン酸マグネシウム、無水ケイ酸などとを
混合して散剤とするか、さらに必要に応じて白糖、ヒドロキシプロピルセルロース、ポリ
ビニルピロリドンなどの結合剤、カルボキシメチルセルロース、カルボキシメチルセルロ
ースカルシウムなどの崩壊剤などを加えて湿式又は乾式造粒して顆粒剤とする。錠剤を製
造するにはこれらの散剤及び顆粒剤をそのままあるいはステアリン酸マグネシウム、タル
クなどの滑沢剤を加えて打錠すればよい。これらの顆粒又は錠剤はヒドロキシプロピルメ
チルセルロースフタレート、メタアクリル酸、メタアクリル酸メチルコポリマーなどの腸
溶性基剤で被覆して腸溶性製剤、あるいはエチルセルロース、カルナウバロウ、硬化油な
どで被覆して持続性製剤とすることもできる。また、カプセル剤を製造するには散剤又は
顆粒剤を硬カプセルに充填するか、有効成分をグリセリン、ポリエチレングリコール、ゴ
マ油、オリーブ油などに溶解したのちゼラチン膜で被覆し軟カプセル剤とすることができ
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【００２０】
　経口投与用の液状製剤を製造するには、有効成分と白糖、ソルビトール、グリセリンな
どの甘味剤とを水に溶解して透明なシロップ剤、更に精油、エタノールなどを加えてエリ
キシル剤とするか、アラビアゴム、トラガント、ポリソルベート８０、カルボキシメチル
セルロースナトリウムなどを加えて乳剤又は懸濁剤としてもよい。これらの液状製剤には
所望により矯味剤、着色剤、保存剤などを加えてもよい。
【００２１】
　注射剤を製造するには、有効成分を必要に応じ塩酸、水酸化ナトリウム、乳糖、乳酸ナ
トリウム、リン酸一水素ナトリウム、リン酸二水素ナトリウムなどのｐＨ調整剤、塩化ナ
トリウム、ブドウ糖などの等張化剤とともに注射用蒸留水に溶解し、無菌濾過してアンプ
ルに充填するか、更にマンニトール、デキストリン、シクロデキストリン、ゼラチンなど
を加えて真空下凍結乾燥し、用時溶解型の注射剤としてもよい。また、有効成分にレシチ
ン、ポリソルベート８０、ポリオキシエチレン硬化ヒマシ油などを加えて水中で乳化せし
め注射用乳剤とすることもできる。
【００２２】
　直腸投与剤を製造するには、有効成分及びカカオ脂、脂肪酸のトリ、ジ及びモノグリセ
リド、ポリエチレングリコールなどの坐剤用基剤とを加湿して溶融し型に流しこんで冷却
するか、有効成分をポリエチレングリコール、大豆油などに溶解したのちゼラチン膜で被
覆すればよい。
【００２３】
　皮膚外用剤を製造するには、有効成分を白色ワセリン、ミツロウ、流動パラフィン、ポ
リエチレングリコールなどに加えて必要ならば加湿して練合し軟膏剤とするか、ロジン、
アクリル酸アルキルエステル重合体などの粘着剤と練合したのちポリエチレンなどの不織
布に展延してテープ剤とする。
　吸入剤を製造するには、有効成分をフロンガスなどの噴射剤に溶解又は分散して耐圧容
器に充填しエアゾール剤とする。
【００２４】
　上記構成を有する本発明の薬剤は、公知の製造法、例えば第１６改正日本薬局方製剤総
則記載の方法ないし適当な改良を加えた方法によって製造することができる。
【００２５】
　本発明の有効成分の投与量は患者の年齢、体重及び病態によって異なるが、通常１日約
１ｍｇ～１０００ｍｇであり、１乃至数回に分けて投与することが望ましい。
【００２６】
【実施例】
【００２７】
　試験例１（リングビアシクラミドのプロテインキナーゼ阻害性試験）
　化学療法基盤支援活動の化合物評価（抗がん剤のシードとなる分子標的阻害物質の探索
と評価）においてプロテインキナーゼ阻害性試験を行った。ＮＲＫ細胞を９６ウェルプレ
ートにまき込み、３日間培養後、リングビアシクラミドＡまたはリングビアシクラミドＢ
を所定濃度になるように添加、３時間処理した後に血小板由来増殖因子（ＰＤＧＦ）で刺
激した。電気泳動用サンプルを調製し、リン酸化されたシグナル伝達分子（ＡＫＴ、ＥＲ
Ｋ、ＰＫＤ、ＰＬＣγ１、Ｓ６　ｒｉｂｏｓｏｍａｌ　ｐｒｏｔｅｉｎ（Ｓ６Ｒ））及び
ホスホチロシン（ＰＹ）に対する抗体によるウェスタンブロットを行い、ＰＤＧＦレセプ
ターからの細胞内シグナル伝達に対する影響を評価した。結果を表１、２に示す。特にリ
ングビアシクラミドＡはＰＤＧＦレセプターチロシンキナーゼ（ＰＹ欄参照）を阻害しな
い濃度（１μＭ）においても細胞外シグナル調節キナーゼに対して５０～８０％の阻害（
＋）が観測された（ＥＲＫ欄）。
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【表１】

【表２】

【００２８】
　試験例２（リングビシクラミドのがん細胞増殖阻害活性試験（Ｕ９３７））
　ヒト単球性白血病由来細胞株（Ｕ９３７）を１００ｕｎｉｔｓ／ｍＬペニシリン、１０
０μｇ／ｍＬストレプトマイシンを添加した１０％ウシ胎児血清含有のＲＰＭＩ－１６４
０培地に加え、Ｕ９３７細胞を６×１０４ ｃｅｌｌｓ／ｍＬに調整し、２４時間培養した
（５％ＣＯ２ 、３７℃）。２４時間培養後にリングビアシクラミドＡまたはリングビアシ
クラミドＢをそれぞれＤＭＳＯに溶解し、所定の濃度（１０、５、２．５、１μＭ）にな
るように細胞に添加し、追加培養した。４８時間後にＭＴＴ試薬を加え、４時間培養して
形成されるホルマザンを０．０４Ｍ　ＨＣｌ／ｉｓｏｐｒｏｐａｎｏｌ溶液に溶解し、５
７０ｎｍの吸光度で測定することで、細胞増殖抑制活性を求めた。結果のグラフを図１に
示す。リングビアシクラミドＡ及びリングビアシクラミドＢは、グラフに示す濃度でＵ９
３７細胞の増殖を完全に抑制し、死滅させた。
【００２９】
　試験例３（リングビアシクラミドのがん細胞増殖抑制活性試験（ＭＣＦ－７））
　ヒト乳がん由来細胞株（ＭＣＦ－７）を１００ｕｎｉｔｓ／ｍＬペニシリン、１００μ
ｇ／ｍＬストレプトマイシンを添加した１０％ウシ胎児血清含有のＭＤＥＭ培地に加え、
ＭＣＦ－７細胞を８×１０４ ｃｅｌｌｓ／ｍＬに調整し、２４時間培養した（５％ＣＯ２
、３７℃）。２４時間培養後にリングビアシクラミドＡまたはリングビアシクラミドＢを
それぞれＤＭＳＯに溶解し、所定の濃度（１０、５、２．５、１μＭ）になるように細胞
に添加し、追加培養した。４８時間後にＭＴＴ試薬を加え、４時間培養して形成されるホ
ルマザンを０．０４Ｍ　ＨＣｌ／ｉｓｏｐｒｏｐａｎｏｌ溶液に溶解し、５７０ｎｍの吸
光度で測定することで、細胞増殖抑制活性を求めた。結果のグラフを図２に示す。リング
ビアシクラミドＡ及びリングビアシクラミドＢは、グラフに示す濃度でＭＣＦ－７細胞の
増殖を完全に抑制し、死滅させた。
【００３０】
　試験例４（リングビアシクラミドのがん細胞増殖抑制活性試験（ＨｅＬａ））
　ヒト子宮頸がん由来細胞株（ＨｅＬａ）を１００ｕｎｉｔｓ／ｍＬペニシリン、１００
μｇ／ｍＬストレプトマイシンを添加した１０％ウシ胎児血清含有のＭＤＥＭ培地に加え
、ＨｅＬａ細胞を８×１０４ ｃｅｌｌｓ／ｍＬに調整し、２４時間培養した（５％ＣＯ２
、３７℃）。２４時間培養後にリングビアシクラミドＡまたはリングビアシクラミドＢを
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それぞれＤＭＳＯに溶解し、所定の濃度（１０、５、２．５、１μＭ）になるように細胞
に添加し、追加培養した。４８時間後にＭＴＴ試薬を加え、４時間培養して形成されるホ
ルマザンを０．０４Ｍ　ＨＣｌ／ｉｓｏｐｒｏｐａｎｏｌ溶液に溶解し、５７０ｎｍの吸
光度で測定することで、細胞増殖抑制活性を求めた。結果のグラフを図３に示す。リング
ビアシクラミド及びリングビアシクラミドＢは、グラフに示す濃度でＨｅＬａ細胞の増殖
を完全に抑制し、死滅させた。
【００３１】
　試験例５（リングビアシクラミドのヒト培養がん細胞パネル試験）
　化学療法基盤支援活動の化合物評価（抗がん剤のシードとなる分子標的阻害物質の探索
と評価）においてがん細胞パネルを用いた新規抗がん剤スクリーニングを行った。ヒトが
ん細胞パネルとは、ヒトがん細胞株３９系（肺がん７系、胃がん６系、大腸がん５系、卵
巣がん５系、脳腫瘍６系、乳がん５系、腎がん２系、前立腺がん２系およびメラノーマ１
系）を用いた薬剤感受性試験によって、新規化合物のがん細胞増殖阻害活性を評価すると
同時に、インフォーマティクスによってその化合物の作用メカニズムないし分子標的の予
測を行う化合物評価系である。既知の抗がん剤とは異なるユニークな分子標的を持つ化合
物を選別する方法として優れている。（癌と化学療法３１，４８５－９０（２００４）参
照）
　各がん細胞を９６ウェルプレートにまき込み、翌日サンプルの溶液を添加、２日間培養
後、細胞増殖をスルホローダミンＢによる比色定量で測定した。測定したがん細胞株３９
系の平均薬剤有効濃度に対する個々のがん細胞株の有効濃度偏差を計算し、フィンガープ
リントとして表示した（図４、５）。これまで測定しデータベース化した約７０種類の標
準抗がん剤のフィンガープリントと比較することにより、サンプルの作用機作の推定ある
いは作用機作の新規性の評価を行った。結果を表３、４に示す。
【表３】
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【表４】

　特にリングビアシクラミドＢは有効濃度が十分に低く（ＭＧ　ＭＩＤ＜－５）、かつ特
定のがん種またはいくつかのがん細胞株に対し顕著な有効性が見られた（Ｄｅｌｔａ≧０
．５かつＲａｎｇｅ≧１）ので、有効と評価された。さらに、Ｃｏｍｐａｒｅ　Ｒｅｓｕ
ｌｔで作用機構が最も似ていたＣｉｓｐｌａｔｉｎ（Ｒａｎｋ１）との相関係数（ｒ値）
が０．５６１で、新規な作用機構を持つ可能性があるとの評価（０．５≦ｒ＜０．７５）
に相当した。
【産業上の利用可能性】
【００３２】
　本発明は、プロテインキナーゼ阻害作用を有するリングビアシクラミドを提供するとと
もに、これを有効成分とする研究用試薬及びがん治療に有効な医薬を提供することを目的
とする。
　本発明のリングビアシクラミドは、プロテインキナーゼ阻害活性を有し研究用試薬、医
薬、抗がん剤として有用である。プロテインキナーゼは生体内に広く分布し、様々な役割
を果たすので、生化学、生物学、または医学上重要な研究対象であり、その阻害剤は研究
用試薬として有用である。また、プロテインキナーゼ阻害剤はがん治療に有効であること
が知られており、ゲフィチニブやイマチニブ等既に臨床に用いられているものもあるが、
リングビアシクラミドはこれまでにない新規な構造を有するため新たな作用機構を示し、
より有効で、より副作用の少ない薬剤となる可能性が高い。またその作用機構により、抗
癌剤以外の医薬としての効果も期待できる。さらに、化学修飾が容易で誘導体を合成しや
すいので更に優れた活性を有する抗がん剤を含む医薬の開発が期待できる。
　この発明は、上記発明の実施の形態及び実施例の説明に何ら限定されるものではない。
特許請求の範囲の記載を逸脱せず、当業者が容易に想到できる範囲で種々の変形態様もこ
の発明に含まれる。
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【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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(57)【要約】
【課題】水系で移動可能で、かつ外部操作により移動状
態の制御が可能である光応答性微小移動体を提供する。
【解決手段】光触媒層１Ａと金属層１Ｂとを有する積層
体から構成され、光Ｌを光触媒層に照射して発生する泡
Ｂを排出することにより、溶液Ｆ中を移動する推進力を
得る光応答性微小移動体１であって、溶液が流通可能な
流通部１０と、流通部の一端に設けられる第１の流通口
１１と、流通部の他端に設けられ、第１の流通口の開口
面積より小さい開口面積を有する第２の流通口１２と、
を有し、光照射下において、流通部の内部に流入した溶
液と接するよう設けられた金属層と溶液との界面Ｓで発
生した泡を第１の流通口から相対的に多く排出すること
により推進力を得る光応答性微小移動体。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光触媒層と金属層とを有する積層体から構成され、光を前記光触媒層に照射して発生す
る泡を排出することにより、溶液中を移動する推進力を得る光応答性微小移動体であって
、
　前記溶液が流通可能な流通部と、
　前記流通部の一端に設けられる第１の流通口と、
　前記流通部の他端に設けられ、前記第１の流通口の開口面積より小さい開口面積を有す
る第２の流通口と、を有し、
　光照射下において、前記流通部の内部に流入した前記溶液と接するよう設けられた前記
金属層と前記溶液との界面で発生した前記泡を前記第１の流通口から相対的に多く排出す
ることにより前記推進力を得る光応答性微小移動体。
【請求項２】
　前記泡は水素ガスを含む請求項１に記載の光応答性微小移動体。
【請求項３】
　前記光触媒層は、ＴｉＯ ２ 、ＺｎＯ、ＳｒＴｉＯ ３ 、ＢａＴｉＯ ３ 、ＢａＴｉＯ ４ 、Ｂ
ａＴｉ ４ Ｏ ９ 、Ｋ ２ ＮｂＯ ３ 、Ｎｂ ２ Ｏ ５ 、Ｆｅ ２ Ｏ ３ 、Ｔａ ２ Ｏ ５ 、Ｋ ３ Ｔａ ３ Ｓｉ ２

Ｏ ３ 、ＷＯ ３ 、ＳｎＯ ２ 、Ｂｉ ２ Ｏ ３ 、ＢｉＶＯ ４ 、ＮｉＯ、Ｃｕ ２ Ｏ、ＲｕＯ ２ 、およ
びＣｅＯ ２ からなる群から選択される少なくとも１種の光触媒成分を含む、請求項１また
は２に記載の光応答性微小移動体。
【請求項４】
　前記金属層は、Ｐｔ、Ｐｄ、Ｒｕ、Ｒｈ、Ａｕ、Ｎｉ、Ｎｉ－Ｍｏ、Ｎｉ－Ａｌ、Ｎｉ
－Ｚｎ、Ｎｉ－Ｃｏ－Ｚｎ、ＷＯ ３ 、Ｎｉ－Ｐｔ、Ｃｕ－Ｐｔ、およびＦｅ－Ｐｔからな
る群から選択される少なくとも１種の金属または合金を含む、請求項１～３のいずれか１
項に記載の光応答性微小移動体。
【請求項５】
　前記光触媒層の平均膜厚は１～３０μｍであって、金属層の平均膜厚は１～３０μｍで
ある、請求項１～４のいずれか１項に記載の光応答性微小移動体。
【請求項６】
　前記流通部は、前記第１の流通口から前記第２の流通口に向かう流通方向に直交する断
面形状が閉じた通路を備える請求項１～５のいずれか１項に記載の光応答性微小移動体。
【請求項７】
　前記流通部は、前記第１の流通口から前記第２の流通口に向かう流通方向に直交する断
面形状が開いた通路を備える請求項１～５のいずれか１項に記載の光応答性微小移動体。
【請求項８】
　前記流通部は、受光面積を増やすための鍔部をさらに有する請求項１～７のいずれか１
項に記載の光応答性微小移動体。
【請求項９】
　前記金属層に界面活性剤が塗布される請求項１～８のいずれか１項に記載の光応答性微
小移動体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光応答性微小移動体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　マイクロマシンは、微細加工技術を利用して製造されたミクロンオーダーの機械の総称
であり、バイオ・医療分野から情報・通信分野などの広汎な領域に応用できるとして近年
注目を浴びている。このようなマイクロマシンの例としては、ミクロンオーダーのミラー
を静電力で回転させる光スイッチ、マイケルソン干渉計を利用した分解能１０ｎｍ程度の
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変位センサ、加速度センサなどのミクロンオーダーの機械だけでなく、バクテリアの推進
力を利用した微小回転モーターなどが挙げられる。
【０００３】
　当該光スイッチは、光通信の分野において光信号のＯＮ／ＯＦＦや振り分けに、変位セ
ンサは、高精度測定が要求されるレンズなどの表面形状の測定に用いられる。また、加速
度センサは、自動車のエアバックなどに搭載されている。なかでも、電車や飛行機などの
公共の輸送機の自己修復や生体内に入り込み病気の原因を発見・治療を可能にする自立型
のマイクロマシンの研究も進められて来ている。このような自立型のマイクロマシンには
動力源が必要となるため、非特許文献１のようなグルコースを燃料とした微小回転モータ
ーだけでなく、電気化学反応によって自走可能なマイクロマシンの研究が行われている。
これに関連する技術として非特許文献２には、過酸化水素水存在下で電気化学反応によっ
て自走するマイクロマシンが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【非特許文献１】４．Ｙ．　Ｈｉｒａｔｓｕａｋａ，　Ｍ．　Ｍｉｙａｔａ，　Ｔ．　Ｔ
ａｄａ，　ａｎｄ　Ｔ．　Ｑ．　Ｐ．　Ｕｙｅｄａ，　Ｍｉｃｒｏ－ｒｏｔａｒｙ　ｍｏ
ｔｏｒ　ｐｏｗｅｒｅｄ　ｂｙ　ｂａｃｔｅｒｉａ，　Ｐｒｏｃ．　Ｎａｔ．　Ａｃａｄ
．　Ｓｃｉ．，　１０３，　１３６１８－１３６２３　（２００６）．
【非特許文献２】Ｋａｌａｙｉｌ　Ｍａｎｉａｎ　Ｍａｎｅｓｈ，　Ｍａｒｉａ　Ｃａｒ
ｄｏｎａ，　Ｒｏｄｇｅｒ　Ｙｕａｎ，　Ｍｉｃｈａｅｌ　Ｃｌａｒｋ，　Ｄａｎｉｅｌ
　Ｋａｇａｎ，　Ｓｈａｎｋａｒ　Ｂａｌａｓｕｂｒａｍａｎｉａｎ，　ａｎｄ　Ｊｏｓ
ｅｐｈ　Ｗａｎｇ，　ＡＣＳ　Ｎａｎｏ，　４，　１７９９－１８０４　（２０１０）．
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、非特許文献２に記載のマイクロマシンは、移動が過酸化水素水存在下で
あるという制限が課せられるだけでなく、外部操作によりマイクロマシンの移動状態の制
御を行えないという課題がある。
【０００６】
　本発明は、上記の課題を解決するためになされたものであり、水系で移動可能で、かつ
外部操作により移動状態の制御が可能である光応答性微小移動体を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成する本発明に係る光応答性微小移動体は、光触媒層と金属層とを有する
積層体から構成され、光を前記光触媒層に照射して発生する泡を排出することにより、溶
液中を移動する推進力を得る光応答性微小移動体であって、前記溶液が流通可能な流通部
と、前記流通部の一端に設けられる第１の流通口と、前記流通部の他端に設けられ、前記
第１の流通口の開口面積より小さい開口面積を有する第２の流通口と、を有し、光照射下
において、前記流通部の内部に流入した前記溶液と接するよう設けられた前記金属層と前
記溶液との界面で発生した前記泡を前記第１の流通口から相対的に多く排出することによ
り前記推進力を得る光応答性微小移動体である。
【発明の効果】
【０００８】
　上記のように構成した光応答性微小移動体であれば、光を光触媒層に照射して溶液内で
発生する泡が第１の流通口から相対的に多く排出されることにより推進力を得るため、水
系で移動可能である。また、外部操作である光の照射により、泡の発生を制御することが
できるため、移動状態の制御が可能である。
【０００９】
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　光応答性微小移動体であれば、光触媒による水質の浄化を期待できる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の第１実施形態に係る光応答性微小移動体を示す図である。
【図２】図２（Ａ）は、図１の２Ａ－２Ａ線に沿う断面図であって、図２（Ｂ）は、図２
（Ａ）の２Ｂ－２Ｂ線に沿う断面図である。
【図３】マイクロチャンネル内に本発明の第１実施形態に係る光応答性微小移動体を浸漬
したときの様子を示す図である。
【図４】本発明の第１実施形態に係る光応答性微小移動体に光を照射したときの様子を示
す図である。
【図５】本発明の第２実施形態に係る光応答性微小移動体を示す図である。
【図６】図６（Ａ）は、図５のＡ方向矢視の上下反転図を、図６（Ｂ）は、図５のＢ方向
矢視の上下反転図を示す。
【図７】図６（Ａ）の７－７線に沿う断面図である。
【図８】本発明の第２実施形態に係る光応答性微小移動体に光を照射したときの様子を示
す図である。
【図９】図９（Ａ）は、本発明の改変例に係る光応答性微小移動体を示す図であって、図
９（Ｂ）は、図９（Ａ）の正面断面図である。
【図１０】本発明のさらに他の改変例に係る光応答性微小移動体を示す図である。
【図１１】金属層に界面活性剤が塗布されたときの効果を説明するための図である。
【図１２】本発明の第２実施形態に係る光応答性微小移動体の製造方法を示す図である。
【図１３】実施例において光応答性微小移動体の作製に使用するための装置を示す図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、図面を参照して、本発明の実施形態を説明する。なお、図面の寸法比率は、説明
の都合上、誇張されて実際の比率とは異なる場合がある。
【００１２】
　「光応答性微小移動体」
　＜第１実施形態＞
　図１は、本発明の第１実施形態に係る光応答性微小移動体１を示す図である。図２（Ａ
）は、図１の２Ａ－２Ａ線に沿う断面図であって、図２（Ｂ）は、図２（Ａ）の２Ｂ－２
Ｂ線に沿う断面図である。
【００１３】
　光応答性微小移動体１は、図１及び図２に示されるように、光触媒層１Ａと金属層１Ｂ
とを有する積層体から構成され、光Ｌを光触媒層１Ａに照射して発生する泡Ｂを排出する
ことにより、溶液Ｆ中を移動する推進力を得る光応答性微小移動体１である（図４参照）
。
【００１４】
　光応答性微小移動体１は、溶液Ｆが流通可能な流通部１０と、流通部１０の一端に設け
られる第１の流通口１１と、流通部１０の他端に設けられ、第１の流通口１１の開口面積
より小さい開口面積を有する第２の流通口１２と、を有し、光Ｌ照射下において、流通部
１０の内部に流入した溶液Ｆと接するよう設けられた金属層１Ｂと溶液Ｆとの界面Ｓで発
生した泡Ｂを第１の流通口１１から相対的に多く排出することにより推進力を得る光応答
性微小移動体１である。
【００１５】
　流通部１０は、図２（Ａ）および（Ｂ）に示されるように、第１の流通口１１から第２
の流通口１２に向かう流通方向に直交する断面形状が閉じた通路を備える。具体的には、
流通部１０は円筒形状を有する。本実施形態における開口面積は、光応答性微小移動体１
の内周面で形成される円部の面積である。
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【００１６】
　第１の流通口１１は、０．０００５～０．１ｍｍ ２ （例えば、実施例では０．０７ｍｍ
２ ）程度の開口面積を有することが好ましいが、これに限られない。
【００１７】
　第２の流通口１２は、０．０００３～０．０１ｍｍ ２ （例えば、実施例では０．００８
ｍｍ ２ ）程度の開口面積を有することが好ましいが、これに限られない。
【００１８】
　次に、本発明の第１の実施形態に係る光応答性微小移動体１の作用を説明する。ここで
はマイクロチャンネルＵ内を光応答性微小移動体１が移動するときを例に挙げて説明する
。マイクロチャンネルＵは、試薬の反応・分析を自動で行うシステムであるマイクロ化学
分析システム（μ―ＴＡＳ）の内部にある微小な流路である。
【００１９】
　図３は、マイクロチャンネルＵ内に光応答性微小移動体１を浸漬したときの様子を示す
図である。図４は、光応答性微小移動体１に光Ｌを照射したときの様子を示す図である。
【００２０】
　まず、図３に示されるように、光応答性微小移動体１を溶液Ｆで満たされたマイクロチ
ャンネルＵ内に浸漬させる。マイクロチャンネルＵは基板Ｇによって構成されている。溶
液Ｆは、例えば水系溶液であるが、これに限られず水を含む溶液であればよい。また、基
板Ｇは例えばガラスであるが、これに限られない。
【００２１】
　次に、図４に示されるように、光応答性微小移動体１の光触媒層１Ａに光Ｌを照射する
。なお、図４では理解の容易のため、マイクロチャンネルＵは省略されている。光Ｌは波
長が３００～４００ｎｍの紫外光である。
【００２２】
　光応答性微小移動体の光触媒層１Ａに光を照射すると、水素ガスが発生することが確認
されている。このメカニズムは明確にはなっていないが以下のことが考えられる。すなわ
ち、光触媒層１Ａに光Ｌが照射されると、光励起により正孔と電子とが生成されるため、
正孔や電子が光触媒層１Ａ表面近傍の水や溶質を酸化または還元する。この際、正孔は水
溶液中の水に含まれるＯＨ － を酸化してヒドロキシラジカルを、伝導帯電子は溶存Ｏ ２ を
還元してＯ ２

－ （スーパーオキサイドアニオン）などの活性酸素種を生成し、その結果、
水の酸化反応により生成されたｅ － （電子）が光触媒層１Ａから金属層１Ｂへ移動するこ
とにより、金属層１Ｂ表面で水溶液中のＨ +イオンを還元することで水素ガスが生じると
考えられる。
【００２３】
　したがって、金属層１Ｂと溶液Ｆとの界面Ｓ近傍で、水素ガスを含む泡Ｂが発生する。
そして、第１の流通口１１の開口面積は第２の流通口１２の開口面積より大きいため、泡
Ｂは第２の流通口１２よりも第１の流通口１１から第１の向きＶ１に多く排出され、この
反動によって光応答性微小移動体１は第２の向きＶ２に推進力を得て、第２の向きＶ２に
移動すると考えられる。
【００２４】
　以上のように、第１の実施形態によれば、光Ｌを光触媒層１Ａに照射して溶液Ｆ内で発
生する泡Ｂが第１の流通口１１から相対的に多く排出することにより推進力を得るため、
水系で移動可能である。また、外部操作である光Ｌの照射により、泡Ｂの発生を制御する
ことができるため、照射される光に応答して移動状態の制御が可能である。よって、光Ｌ
を照射しない場合は、光触媒層１Ａで酸化反応が起こらないことに起因して水素ガスが発
生しないため、本発明の微小移動体の自立移動が停止される。
【００２５】
　さらに、光Ｌを光触媒層１Ａに照射することで、上記の反応で生じた活性酸素種によっ
て、光応答性微小移動体１の周辺の溶質（菌、ウイルス、または有機物）を分解できるた
め、マイクロチャンネルＵ内を洗浄できると考えられる。
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【００２６】
　したがって、上述したメカニズムから、本発明に係る溶液Ｆは水溶液であることが好ま
しい。また、水素ガスは水系の溶液Ｆよりも比重が小さく、第１の流通口から排出された
泡Ｂは水面に移動するため、泡Ｂの発生が視認可能である。
【００２７】
　本発明に係る光触媒層１Ａに使用される光触媒の材料は、ＴｉＯ ２ 、ＣｄＳ、ＳｒＴｉ
Ｏ ３ ：Ｃｒ，Ｓｂドープ、ＡｇＩｎＺｎ ７ Ｓ ９ 、ＺｎＯ、ＳｒＴｉＯ ３ 、ＢａＴｉＯ ３ 、
ＢａＴｉＯ ４ 、ＢａＴｉ ４ Ｏ ９ 、ＺｎＳ：Ｃｕドープ、ＺｎＳ：Ｎｉドープ、Ｋ ２ ＮｂＯ

３ 、Ｎｂ ２ Ｏ ５ 、Ｆｅ ２ Ｏ ３ 、Ｔａ ２ Ｏ ５ 、Ｋ ３ Ｔａ ３ Ｓｉ ２ Ｏ ３ 、ＷＯ ３ 、ＳｎＯ ２ 、
Ｂｉ ２ Ｏ ３ 、ＢｉＶＯ ４ 、ＮｉＯ、Ｃｕ ２ Ｏ、ＲｕＯ ２ 、およびＣｅＯ ２ からなる群から
選択される少なくとも１種の光触媒成分を含むことが好ましく、ＣｄＳ、ＳｒＴｉＯ ３ ：
Ｃｒ，Ｓｂドープ、ＡｇＩｎＺｎ ７ Ｓ ９ 、ＺｎＳ：Ｃｕドープ、ＺｎＳ：Ｎｉドープ、お
よびＴｉＯ ２ からなる群から選択される少なくとも１種の光触媒成分を含むことがより好
ましい。
【００２８】
　本発明に係る光触媒層１Ａの製造方法に使用される材料の形態は特に制限されることは
なく、フィラー状、粒子状など挙げられ、粒子状のものが好ましい。粒子状の光触媒の平
均粒径（一次粒子）は、１０～３０ｎｍが好ましい。
【００２９】
　当該光触媒の平均粒径の測定方法は、電子顕微鏡観察による相加平均や光散乱など種々
の公知の方法で行うことができるが、本発明では電子顕微鏡観察による相加平均により計
測している。
【００３０】
　また、本発明に係る光触媒層１Ａの平均膜厚は１～３０μｍであることが好ましい。本
発明における平均膜厚の測定方法としては、電子顕微鏡による断面観察である。
【００３１】
　本発明に係る金属層１Ｂは、水素に還元できる金属で形成されていればよく、本発明に
係る金属層１Ｂに使用される金属の材料は、水素発生過電圧が小さい金属が好ましく、具
体的には、Ｐｔ、Ｐｄ、Ｒｕ、Ｒｈ、Ａｕ、Ｎｉ、Ｎｉ系合金、ＷＯ ３ 、Ｃｕ－Ｐｔ、お
よびＦｅ－Ｐｔからなる群から選択される少なくとも１種の金属または合金を含むことが
より好ましく、Ｐｄ、Ｒｈ、Ｎｉ、Ｎｉ－Ｍｏ、Ｎｉ－Ａｌ、Ｎｉ－Ｚｎ、Ｎｉ－Ｃｏ－
Ｚｎ、Ｎｉ－ＰｔおよびＰｔからなる群から選択される少なくとも１種の金属または合金
を含むことがより好ましい。水素生成を考えるならＰｔが断然よく、次にＰｄ，Ｒｈなど
は生成量が多く，また、コスト面を考えるとＮｉ系の合金が好ましい。
【００３２】
　また、本発明に係る金属層１Ｂの平均膜厚は１～３０μｍであることが好ましい。
【００３３】
　本発明に係る金属層１Ｂと光触媒層１Ａとの好適な組み合わせは、金属層１ＢがＰｔで
あり、かつ光触媒層１ＡがＴｉＯ ２ との組み合わせ、金属層Ｐｔ／光触媒層ＣｄＳの組み
合わせ、Ｐｔ／ＳｒＴｉＯ ３ ：Ｃｒ，Ｓｂドープの組み合わせ、金属層Ｐｔ／光触媒層Ｚ
ｎＳ：Ｃｕドープの組み合わせ、金属層Ｐｔ／光触媒層ＺｎＳ：Ｎｉドープの組み合わせ
、金属層Ｐｔ／光触媒層ＡｇＩｎＺｎ ７ Ｓ ９ の組み合わせである。
【００３４】
　Ｐｔは最も水素ガスを水素イオンから還元反応で生成しやすい電極触媒能を有し、Ｔｉ
Ｏ ２ は強い酸化性能を持ち，安定で分解対象を選ばず，有機塩素化合物でも炭酸ガスと塩
素まで完全に分解でき，二次汚染の心配もないため特に好ましい。またその他の組み合わ
せは、水素をより多く生成する観点から好ましい。
【００３５】
　また、流通部１０は、第１の流通口１１から第２の流通口１２に向かう流通方向に直交
する断面形状が閉じた通路を備えるために、流通部１０において泡Ｂが漏れることがなく
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、効率的に光応答性微小移動体１を移動させることができる。
【００３６】
　また、図４に示されるように、第２の流通口１２の近傍がテーパ形状Ｔを有しているた
めに、テーパ形状Ｔの界面Ｓで発生する泡Ｂを第１の向きＶ１にガイドすることができる
。
【００３７】
　また、光Ｌの強度によって、泡Ｂの発生量を制御でき、光応答性微小移動体１の移動速
度を制御することができると考えられる。
【００３８】
　＜第２実施形態＞
　次に、本発明の第２の実施形態を説明する。第１の実施形態と共通する部分は説明を省
略し、第２の実施形態のみに特徴のある箇所について説明する。図５は、本発明の第２実
施形態に係る光応答性微小移動体２を示す図である。図５では、理解の容易のため、水面
に浮かぶ状態に対して上下が反転されている。図６（Ａ）は、図５のＡ方向矢視の上下反
転図を、図６（Ｂ）は、図５のＢ方向矢視の上下反転図を示す図である。図７は、図６（
Ａ）の７－７線に沿う断面図である。
【００３９】
　本発明の第２の実施形態に係る光応答性微小移動体２は、図５，６，７に示されるよう
に、光触媒層２Ａと金属層２Ｂとを有する積層体から構成され、光Ｌを光触媒層２Ａに照
射して発生する泡Ｂを排出することにより、溶液Ｆ中を移動する推進力を得る光応答性微
小移動体２である。
【００４０】
　光応答性微小移動体２は、溶液Ｆが流通可能な流通部２０と、流通部２０の一端に設け
られる第１の流通口２１と、流通部２０の他端に設けられ、第１の流通口２１の開口面積
より小さい開口面積を有する第２の流通口２２と、を有し、光Ｌ照射下において、流通部
２０の内部に流入した溶液Ｆと接するよう設けられた金属層２Ｂと溶液Ｆとの界面Ｓ１で
発生した泡Ｂを第１の流通口２１から相対的に多く排出することにより推進力を得る光応
答性微小移動体２である。
【００４１】
　流通部２０は、図５，６に示されるように、第１の流通口２１から第２の流通口２２に
向かう流通方向に直交する断面形状が開いた通路を備える。具体的には、流通部２０は略
トンネル形状を有する。本実施形態に係る開口面積は、金属層２Ｂの下部同士を結ぶ直線
と金属層２Ｂの内周とで形成されるトンネル部の面積である。
【００４２】
　流通部２０は、受光面積を増やすための鍔部２３をさらに有する。鍔部２３は、流通部
２０の側面に設けられており、光触媒層２Ａと金属層２Ｂとを有する積層体である。
【００４３】
　第１の流通口２１は、０．０００５～０．１ｍｍ ２ 程度の開口面積を有することが好ま
しいが、これに限られない。
【００４４】
　第２の流通口２２は、０．０００３～０．０１ｍｍ ２ 程度の開口面積を有することが好
ましいが、これに限られない。
【００４５】
　次に、本発明の第２の実施形態に係る光応答性微小移動体２の作用を説明する。第１の
実施形態と同様に、マイクロチャンネルＵ内を光応答性微小移動体２が移動するときを例
に挙げて説明する。
【００４６】
　図８は、光応答性微小移動体２に光Ｌを照射したときの様子を示す図である。
【００４７】
　まず、第１実施形態と同様に、光応答性微小移動体２を溶液Ｆで満たされたマイクロチ
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ャンネルＵ内に浸漬させる。
【００４８】
　次に、図８に示されるように、光応答性微小移動体２の光触媒層２Ａに光Ｌを照射する
。なお、図８では理解の容易のため、マイクロチャンネルＵは省略されている。
【００４９】
　光触媒層２Ａに光Ｌが照射されると、第１実施形態と同様の原理により、金属層２Ｂと
溶液Ｆとの界面Ｓ１で、水素ガスを含む泡Ｂが発生する。そして、図５に示されるように
、第１の流通口２１の開口面積は第２の流通口２２の開口面積より大きいため、泡Ｂは第
２の流通口２２よりも第１の流通口２１から第１の向きＶ１に多く排出され、この反動に
よって光応答性微小移動体２は第２の向きＶ２に推進力を得て、第２の向きＶ２に移動す
ると考えられる。
【００５０】
　以上のように、第２の実施形態によれば、光Ｌを光触媒層２Ａに照射して溶液Ｆ内で発
生する泡Ｂを第１の流通口２１から相対的に多く排出することにより推進力を得るため、
水系で移動可能である。また、外部操作である光Ｌの照射により、泡Ｂの発生を制御する
ことができるため、移動状態の制御が可能である。すなわち、光Ｌを光触媒層２Ａに照射
することで、上述の第１実施形態と同様に、光触媒層２Ａで酸化反応により生じたｅ － （
電子）が金属層２Ｂに移動して、当該金属層２Ｂ表面で溶液中のＨ ＋ を還元して水素ガス
を生じる泡が生成されるという反応が起きるため、照射される光に応答して移動状態の制
御が可能である。そのため、光Ｌを照射しない場合は、光触媒層２Ａで酸化反応が起こら
ないことに起因して泡Ｂが発生しないため、本発明の微小移動体の自立移動が停止される
。
【００５１】
　さらに、光Ｌを光触媒層２Ａに照射することで、上記の化学反応で生じた活性酸素種に
よって、光応答性微小移動体１の周辺の溶質（菌、ウイルス、または有機物）を分解でき
るため、マイクロチャンネルＵ内を洗浄できると考えられる。
【００５２】
　また、流通部２０は、第１の流通口２１から第２の流通口２２に向かう流通方向に直交
する断面形状が開いた通路を備えるために、水面に浮遊させることができ、光Ｌを効率的
に照射することができる。
【００５３】
　また、流通部２０は、受光面積を増やすための鍔部２３をさらに有するため、光触媒層
２Ａによる水の酸化反応がより多く生じ、泡Ｂの発生量が増大することによって、より大
きな推進力を得ることができる。
【００５４】
　なお、後述の製造方法により作製された本発明に係る光応答性微小移動体１，２の流通
方向の長さは５０～３００μｍである。また、第２実施形態における光応答性微小移動体
２の幅は５０～３００μｍであって、重量の観点から５０～１００μｍであることがより
好ましい。また、第２実施形態における光応答性微小移動体２において、第１の流通口２
１の幅は２０～８０μｍであって、第２の流通口２２の幅は５～１５μｍである。
【００５５】
　＜改変例＞
　本発明の第１実施形態では、図４に示されるように、第２の流通口１２の近傍で界面Ｓ
がテーパ形状Ｔを有していたが、図９に示されるように、段差形状であってもよい。当該
段差形状は後述の製造方法によって作製される。
【００５６】
　また、本発明の第１実施形態では、流通部１０は円筒形状であったが、図１０に示され
るように、断面が矩形形状であってもよい。当該形状は後述の製造方法によって作成され
る。
【００５７】
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　また、本発明の第１実施形態及び第２実施形態の金属層１Ｂ，２Ｂに界面活性剤が塗布
されてもよい。金属層１Ｂ，２Ｂに界面活性剤が塗布されると、界面Ｓ，Ｓ１で発生され
る泡Ｂの大きさを制御することが可能である。このため、例えば図１１に示されるように
、第１の流通口１１の高さＨ１を泡Ｂの外径Ｄより大きく設定し、第２の流通口１２の高
さｈ１を泡Ｂの外径Ｄより小さく設定することにより、泡Ｂをすべて第１の流通口１１か
ら排出させることができ、効率的に光応答性微小移動体１を移動させることができる。
【００５８】
　また、本発明の第２実施形態では、鍔部２３は光触媒層２Ａ及び金属層２Ｂの積層体で
あったが、光触媒層２Ａのみの単層であってもよい。
【００５９】
　さらに、本発明の第１実施形態および第２実施形態では、光触媒層１Ａ，２Ａと金属層
１Ｂ，２Ｂとの２層の積層体であったが、この光触媒層１Ａ，２Ａと金属層１Ｂ，２Ｂと
の間に、機械的強度の向上および導電性の付与の観点から支持層を設けてもよい。
【００６０】
　当該支持層に使用される材料としては、機械的強度がありある程度の延性を示す金属が
好ましく、具体的には、Ａｕ、Ｎｉ、およびＣｕからなる群から選択される少なくとも１
種の金属、または公知の磁性金属が挙げられる。Ａｕ、Ｎｉ、およびＣｕなどの金属であ
ればある程度の機械的強度が期待され、磁性金属であればマイクロ構造体の回収が容易に
なると考えられる。当該支持層の平均厚みは、１０～２０μｍ程度あればよい。
【００６１】
　「光応答性微小移動体の製造方法」
　本発明に係る光応答性微小移動体１，２の製造方法は、対向する二面の面積が相違する
流通部形成型を成形する工程（１）と、当該流通部形成型の側面部の露出面を覆うよう金
属層１Ｂ，２Ｂを形成する工程（２）と、前記金属層上に光触媒層１Ａ，２Ａを形成する
工程（３）と、前記流通部形成型を酸で除去する工程（４）と、を含む。また、必要によ
り工程（２）と工程（３）との間に、金属層上に支持層を設けてもよい。
【００６２】
　以下、各工程について詳説する。
【００６３】
　（工程（１））
　本発明に係る光応答性微小移動体１，２の製造方法は、対向する二面の面積が相違する
流通部形成型を成形する工程（１）を備える。当該流通部形成型の形状は、対向する二面
の面積が相違するものであり、円錐台、略円錐台、角錐台などが挙げられ、側面の一部が
基板上に一体成型されていてもよい。
【００６４】
　当該流通部形成型の成形方法としては、基板上にフォトリソグラフィー技術を用いて形
成する方法や、線材の先端部を酸などで溶解して先細状に形成する方法が挙げられる。
【００６５】
　より詳細には、上記第１実施形態で示す光応答性微小移動体１の製造方法における工程
（１）の好適な例は、直径５０～３００μｍのＡｇ、Ｃｕ、Ｆｅなどの金属製の線材の先
端部を、酸に浸漬することで溶解させ当該先端部を先細状に加工したものを流通部形成型
とする。またこの際、必要により酸に浸漬させる先端部の位置を変えることにより、先端
部の形状を段階的に先細状に加工することができる。これにより先端の軸方向直角面と基
端の軸方向直角面とが相違する。
【００６６】
　上記第２実施形態で示す光応答性微小移動体２の製造方法における工程（１）の好適な
例は、例えば、図１２に示すように、シリコン、アクリルなどの公知の材料の基板１００
上にＣＶＤ法などの蒸着法で平均膜厚１０～３０μｍになるようにＡｇ、またはＣｕなど
の金属を堆積させて堆積層１１０を形成（図１２（ｂ））した後、当該堆積層１１０上に
公知の光硬化性樹脂（レジスト材料）１２０を塗布（図１２（ｃ））し、所定の形状のマ
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スクをして露光し露光部１２１を形成する工程（図１２（ｄ））と、当該露光により硬化
した露光部１２１以外の光硬化性樹脂１２０を所定の溶媒で除去する工程（図１２（ｅ）
）と、露出した堆積層１１０をエッチング法により食刻（図１２（ｆ））し、必要により
硬化した前記光硬化性樹脂層を除去することにより対向する二面の面積が相違する流通部
形成型を成形することができる。
【００６７】
　当該マスクの形状は、基板の対向する２辺の一部である第１辺部１２２および第２辺部
１２３において、前記第１辺部１２２が第２辺部１２３より短いことが好ましい。これに
より、エッチングにより形成されたパターンである流通部形成型は、対向する二面の面積
が相違する。
【００６８】
　また、マスクにより露光する際には、電子描画装置（ＥＬＳ－３０００）を用いて電子
線で所望のパターンを描くことができる。
【００６９】
　（工程（２））
　本発明に係る光応答性微小移動体１，２の製造方法は、上記工程（１）の後、当該流通
部形成型の側面部の露出面を覆うよう金属層１Ｂ，２Ｂを形成する工程（２）を備える。
【００７０】
　当該金属層１Ｂ，２Ｂを形成する方法としては、めっき法、スパッタリング法、ＣＶＤ
法など公知の方法により金属層１Ｂ，２Ｂを形成することができる。
【００７１】
　より詳細には、上記第１実施形態で示す光応答性微小移動体１の製造方法における工程
（２）の好適な例は、公知の金属めっき液に先端部を先細状に成形した線材（すなわち流
通部形成型）を浸漬させた後、金属を電着させることで金属層１Ｂを形成することが好ま
しい。
【００７２】
　上記第２実施形態で示す光応答性微小移動体２の製造方法における工程（２）の好適な
例は、所望の金属層２Ｂに使用する金属を用いてスパッタリング法により金属層２Ｂを形
成（図１２（ｇ））することが好ましい。
【００７３】
　（工程（３））
　本発明に係る光応答性微小移動体１，２の製造方法は、上記工程（２）の後、前記金属
層上に光触媒層１Ａ，２Ａを形成する工程（３）を備える。
【００７４】
　当該光触媒層１Ａ，２Ａを形成する方法としては、イオンプレーティング塗布法、スパ
ッタリング法、ＣＶＤ法、電気泳動法など公知の方法により光触媒層１Ａ，２Ａを形成す
ることができる。
【００７５】
　より詳細には、上記第１実施形態で示す光応答性微小移動体１の製造方法における工程
（３）の好適な例は、金属層１Ｂを表面に形成し、かつ先端部が先細状に成形された線材
（すなわち流通部形成型）を、光触媒含有溶液に浸漬させた後、電気泳動させて電着によ
り光触媒層１Ａを形成することが好ましい。また、当該光触媒層１Ａを形成した後、必要
により４００～５００℃で０．５～３時間焼成してもよい。
【００７６】
　上記第２実施形態で示す光応答性微小移動体２の製造方法における工程（２）の好適な
例は、所望の光触媒層に使用する光触媒を用いてスパッタリング法により光触媒層２Ａを
形成（図１２（ｈ））することが好ましい。
【００７７】
　（工程（４））
　本発明に係る光応答性微小移動体１，２の製造方法は、上記工程（３）の後、前記流通
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部形成型を酸で除去する工程（４）を備える。
【００７８】
　より詳細には、上記第１実施形態で示す光応答性微小移動体１の製造方法における工程
（４）の好適な例は、先端部の表面に光触媒層１Ａおよび金属層１Ｂが形成された流通部
形成型を必要により当該先端部だけを切除して、所定の酸溶液に浸漬させることで金属製
の流通部形成型だけを溶解することが好ましい。
【００７９】
　上記第２実施形態で示す光応答性微小移動体の製造方法における工程（４）の好適な例
は、基板１００と一体になった光触媒層２Ａおよび金属層２Ｂをそのまま酸溶液に浸漬さ
せる、または金属製の堆積層１１０を酸でエッチングし、必要により硬化した露光部１２
１を熱で分解して除去することで、基板から光応答性微小移動体２を剥離（図１２（ｉ）
）することが好ましい。
【実施例】
【００８０】
　（実施例１）
　（光応答性微小移動体の作製）
　光応答性微小移動体の前準備として銀線１３５（株式会社ニラコ製）直径０．３ｍｍを
もちいた前駆体の作製を行った。まず銀線を１０ｃｍに、はさみで切断した。２５％硝酸
溶液（和光純薬工業株式会社製）により先端部を０．２ｍｍ、２５分間浸し、その後先端
部を０．１ｍｍ引き揚げ、最下部０．１ｍｍをさらに２５分間浸すことで、処理し、先端
の直径が２段階に小さくなるようにした。得られた銀線１３５は純水で洗浄した。
【００８１】
　めっきを安全かつ容易に行うために管の作製を行った。容器として＜ラボラン＞サンプ
ル管５０ｍｌを用い、図１３（Ａ）に示すような、条件で３点直径が異なる穴１３１，１
３２，１３３を作製した。これを５０ｍｌサンプル管のフタ１３０として用い、各穴１３
１，１３２，１３３に対極（白金コイル）１３６、作用極（得られた銀線）１３５、温度
計１３４が入るようにした。
【００８２】
　上記で作製した硝酸で２段階に処理した銀線１３５を用い、５０ｍｌサンプル管にＰＴ
Ｐ－６（日進化成株式会社製白金めっき液）１３９を５０ｍｌ加えた。フタ１３０として
上記で作製したフタ１３０を用意し、サンプル管内に撹拌子１３７を入れ、ホットスター
ラー１３８を用いて、８０℃になるまで加熱した。加熱以降の操作はドラフト内にて行っ
た。浴温が８０℃に達したら８５℃以下になるように温度を保持しつつ、ＨＳＶ－１００
（北斗電光製）１４０を用いてＳＳＣＰモードに設定し、１ｍＡで１分間めっきを施し、
白金を電着させた。電着後はフタ１３０を取り外し、フタ１３０に接続している銀線１３
５のめっき部分を傷つけないようフタ１３０の下部からピンセットを用いて下方に引き抜
き純水で洗浄した。めっきを行うための装置の組み立て図を図１３（Ｂ）に示す。
【００８３】
　１００ｍｌのビーカーにアセトニトリルを１００ｍｌ、酸化チタン（石原産業社製、粒
子径２０ｎｍ）の粉末としてＳＴ－０１を０．３５ｇ加えた。対極１３６として白金線を
用い、作用極１３５として作製したＰｔめっき銀線をめっきした部分が確実に浸っている
ことを確認し、作用極１３５と対極１３６が接触しないよう、十分に距離が開いているこ
とを確認した上で、電気泳動装置（菊水電子工業社製）の電源を入れ、電圧を３００Ｖに
設定し２０分間の間、通電することによって、ＴｉＯ ２ をＰｔの外側に担持させた。その
後、装置の電源を切り、プラグを取り外した上で作用極のＡｇ－Ｐｔ－ＴｉＯ ２ 材料を取
り出し、アセトンと純水で洗浄した。
【００８４】
　上記の方法により得られた銀線（Ａｇ－Ｐｔ－ＴｉＯ ２ 材料）の断面は現時点で図２（
Ａ）に示すような状態となっている。この銀線を先端から３００μｍにはさみ（大岩産業
株式会社製）を用いて切り、２５％硝酸溶液に１日浸すことで、内側となっている銀線を
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溶解させた。硝酸で１日溶解させた後は、硝酸溶液内のマイクロ構造体をピンセットと紙
の切れ端を用いて、本発明に係る光応答性微小移動体を回収した。
【符号の説明】
【００８５】
１、２　光応答性微小移動体、
１Ａ、２Ａ　光触媒層、
１Ｂ、２Ｂ　金属層、
１０、２０　流通部、
１１、２１　第１の流通口、
１２、２２　第２の流通口、
２３　鍔部、
Ｂ　泡、
Ｆ　溶液、
Ｌ　光、
Ｓ、Ｓ１　界面。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】

【図１１】
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